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名目賃金と実質賃金

出所：山井事務所作成
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実質賃金の推移

出所：厚生労働省 毎月勤労統計調査 平成30年分結果速報より山井事務所作成
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実質賃金の伸び率（前年比）

出所：厚生労働省 毎月勤労統計調査 平成30年12月分結果速報より山井事務所作成
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名目賃金の推移

古い
調査方法

出所：厚生労働省 毎月勤労統計調査 平成30年分結果速報より山井事務所作成
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【時事通信ドットドトコム 2019/2/14配信】
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2017年と2018年では調査対象が半分異なる

出所：NHKニュースウォッチ9、読売新聞朝刊2019/2/3付を参考に山井事務所作成
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「景気指標としての賃金変化率は、『継続
標本（共通事業所）による前年同月比』を
重視していく」厚労省・統計委員会
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計：賃金データの見方」2019年2月18日 衆議院予算委員会 山井和則 配付資料 7



エコノミストの声

出所：山井事務所作成

• 「2018 年に入ってから所得関連の統計の信ぴょう性を疑わざるを得ない」
「サンプル替えや調査票の変更といった技術的な要因で過去分のデータ
との連続性が途絶えてしまっているためだ。」（大和総研・エコノミスト 小
林 俊介氏、研究員 廣野 洋太氏 出所：大和総研「日本経済見通し：
2018年8月」（2018/8/17））

• 「今年の賃金の伸び率はまったくあてにならない」「影響が大きい統計だ
けに算出の方法や説明の仕方には改善が必要」（SMBC日興証券・シニ
ア財政アナリスト、宮前耕也氏 出所：東京新聞朝刊2018/9/29）

• 「信頼性の高い賃金統計がなくなってしまったことが深刻な問題」（第一生
命経済研究所・副主任エコノミスト、星野卓也氏 出所：Newsweek日本版
2019/2/1）

• 「厚生労働省の出した実質賃金の公表値は、2018年に調査対象となる企業を
入れ替えたことで所得の高い人が入り、伸び率が跳ね上がった。」「サンプル
がそもそも違うため調査結果には何の意味もない。」「17年、18年の大半の
月で参考値がマイナスだとする指摘する野党の主張は正しい。」（大和総
研・エコノミスト 小林 俊介氏 出所：日経新聞朝刊2019/2/8 ）
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【フィナンシャルタイムズ 2019/1/18】

【ニューズウィーク日本版 2019/2/1】

（間違いが引き起こした日本経済データの危機）
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【朝日新聞朝刊 2019/2/1】

【東京新聞夕刊 2019/2/5】

【日経新聞夕刊 2019/2/8】
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調査方法変更の経緯
2015年 3月31日 厚労省から中江総理秘書官に、サンプル全入替えに伴う、勤労統計の段差

の発生について報告
中江総理秘書官から、「数値変動を改善できないか」との問題意識を厚労省に伝える

6月～8月 第１～５回 厚労省 勤労統計改善検討会 開催

9月3日 安倍総理が中江総理秘書官から、答弁準備の際に、サンプル入替えの影響につ
いてレクを受ける

9月16日 第６回 勤労統計改善検討会 開催（以降開催なし）
・中間的整理では、「サンプル全入替え継続の方向性を示しつつ、継続検討」

10月16日 経済財政諮問会議
・麻生大臣が、サンプル入替えについて「改善方策を早急に検討していた
だきたい」と発言

12月 統計委員会で勤労統計等の改善について議論開始

2017年 １月 統計委員会から総務大臣に変更を答申

2018年 1月 調査方法の変更（サンプル入替え、ベンチマーク変更、復元、「日雇労働者
外し」など） → 賃金指標に+0.8％の段差

8月7日 勤労統計6月分速報で、名目賃金がプラス3.6%。「21年ぶりの高い伸び」と報
道され、疑問や批判が相次ぐ。

9月28日 統計委員会
・「景気指標としての賃金変化率は、『共通事業所による前年同月比』（参
考値）を重視していく」と強調

出所：内閣府、総務省、厚生労働省資料、朝日新聞朝刊2019/2/15より山井事務所作成2019年2月18日 衆議院予算委員会 山井和則 配付資料 15



【東京新聞夕刊 2019/2/15】
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【朝日新聞朝刊 2019/2/17】
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【日経新聞朝刊 2019/2/18】

【NHK 日曜討論2019/2/17放映】
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調査方法の変更により名目賃金は+０.８％の段差

出所：厚生労働省提供資料より山井事務所 作成
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出所：厚生労働省HPおよび厚生労働省提供資料
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出所：厚生労働省 毎月勤労統計調査 平成30年12月分結果速報
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